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人事データ保護士 第１０回認定試験 論文式問題 

あなたはＸ社の人事部に所属しています。Ｘ社のコンプライアンス担当から、下記１記載

の事例に関して相談を受けました。下記２の課題に対して、１０００文字程度で回答してく

ださい。 

なお、本問の回答に必要な法律及び指針の条文については、下記３を参照すること（個人

情報保護法については、本試験日時点の条文となっています）。 

また、Ｘ社は日本国内の法人であり、海外の法令等に関する検討は不要です。 

 

記 

 

１ 相談事例 

⑴ Ｘ社では、最近、従業員Ａによる社内情報の不正な持出しが発覚しました。同様の不正

な持出しの有無を調査するため、全従業員のメールデータや端末操作ログ等について、ＡＩ

により分析し、疑義のある情報移動を調査することを検討しています。なお、Ｘ社のプライ

バシーポリシーには、従業員の個人情報についての関連する利用目的として、「勤怠管理そ

の他の管理業務」との記載しかありません。 

⑵ 上記⑴の調査について、グループ企業全体で同様の不正行為の有無を調査する必要があ

ることや、Ｘ社のコンプライアンス部門のリソースが限られていることなどから、Ｘ社の親

会社であるＹ社が調査を実施したいと考えています。そのため、Ｘ社従業員のメールデータ

や端末操作ログ等について、Ｙ社に提供してＹ社が分析を行う予定です。 

 

 

２ 課題 

⑴ 上記１⑴のＡＩによる分析について、次の２点を検討してください。 

 ①個人情報保護法上、何か問題があるか。 

 ②人事データ利活用原則との関係で、何か問題があるか。 

⑵ 上記１⑵のＸ社からＹ社に対する従業員情報の提供について、個人情報保護法上の根拠

として考えられる法律構成を複数挙げて、そのそれぞれについて、根拠とすることができる

理由や根拠とした場合の限界・留意点について、説明してください。 

 

 

３ 参考法令等 

 

○個人情報保護法 
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（利用目的の特定） 

第十七条 個人情報取扱事業者は、個人情報を取り扱うに当たっては、その利用の目的（以

下「利用目的」という。）をできる限り特定しなければならない。 

２ 個人情報取扱事業者は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と関連性を有

すると合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。 

 

（利用目的による制限） 

第十八条 個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定により特

定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。 

２ （略） 

３ 前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

 一 法令に基づく場合 

 二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得る

ことが困難であるとき。 

 三～六 （略） 

 

（取得に際しての利用目的の通知等） 

第二十一条 個人情報取扱事業者は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的

を公表している場合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公表しなけれ

ばならない。 

２ （略） 

３ 個人情報取扱事業者は、利用目的を変更した場合は、変更された利用目的について、本

人に通知し、又は公表しなければならない。 

４ （略） 

 

（漏えい等の報告等） 

第二十六条 個人情報取扱事業者は、その取り扱う個人データの漏えい、滅失、毀損その他

の個人データの安全の確保に係る事態であって個人の権利利益を害するおそれが大きいもの

として個人情報保護委員会規則で定めるものが生じたときは、個人情報保護委員会規則で定

めるところにより、当該事態が生じた旨を個人情報保護委員会に報告しなければならない。

（以下略） 

２ 前項に規定する場合には、個人情報取扱事業者は、本人に対し、個人情報保護委員会規

則で定めるところにより、当該事態が生じた旨を通知しなければならない。（以下略） 
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（第三者提供の制限） 

第二十七条 個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を

得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。 

 一 法令に基づく場合 

 二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得る

ことが困難であるとき。 

 三～七 （略） 

２～４ （略） 

５ 次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、前各項の規定の適用に

ついては、第三者に該当しないものとする。 

 一 個人情報取扱事業者が利用目的の達成に必要な範囲内において個人データの取扱いの

全部又は一部を委託することに伴って当該個人データが提供される場合 

 二 合併その他の事由による事業の承継に伴って個人データが提供される場合 

 三 特定の者との間で共同して利用される個人データが当該特定の者に提供される場合で

あって、その旨並びに共同して利用される個人データの項目、共同して利用する者の範囲、

利用する者の利用目的並びに当該個人データの管理について責任を有する者の氏名又は名称

及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名について、あらかじめ、本人に通知し、

又は本人が容易に知り得る状態に置いているとき。 

 

○個人情報の保護に関する法律施行規則 

 

（個人情報保護委員会への報告等） 

第七条 法第二十六条第一項に規定する個人情報保護委員会規則で定めるものは、次の各号

のいずれかに該当する事態とする。 

 一 要配慮個人情報が含まれる個人データ（高度な暗号化その他の個人の権利利益を保護

するために必要な措置を講じたものを除く。次号において同じ。）の漏えい、滅失若しくは

毀損が発生し、又は発生したおそれがある事態 

 二 不正に利用されることにより財産的被害が生じるおそれがある個人データの漏えい、

滅失若しくは毀損が発生し、又は発生したおそれがある事態 

 三 不正の目的をもって行われたおそれがある当該個人情報取扱事業者に対する行為によ

る個人データ（当該個人情報取扱事業者が取得し、又は取得しようとしている個人情報であ

って、個人データとして取り扱われることが予定されているものを含む。）の漏えい、滅失
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若しくは毀損が発生し、又は発生したおそれがある事態 

 四 個人データに係る本人の数が千人を超える漏えい、滅失若しくは毀損が発生し、又は

発生したおそれがある事態 

 

○人事データ利活用原則 

別添のとおり。 

 

以上 


